別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　　項：商工費　　　目：企業立地対策費
	事業名: グレーター・ナゴヤ・イニシアティブ事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　商工労働部　企業誘致課　企業誘致担当　電話番号：058-272-1111（内3084・5）

　　　　E-mail：c11342@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,200千円（前年度予算額：3,150千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　「グレーター・ナゴヤ」の統一ブランドの下、3県１市で広域連携して海外企業誘致・対日投資促進活動に取り組むことで、対外浸透力を強め、産業集積としての強さ・特性等を効果的にアピールし、外資系企業の誘致を促進するためグレーター・ナゴヤ・イニシアティブ事業に対する活動費負担金を拠出する。
	２　所要経費


活動費負担金（岐阜県分）　2,200千円
　【全体事業費及び負担区分】
  平成23年度総額　47,270千円（予定）

  　うち「愛・地球博基本理念継承発展事業寄付金」　30,000千円

　　うち地元賛同自治体負担　　　　　　          　17,270千円

　　　・ＧＮＩコアメンバー（3県1市）　　　　 8,800千円

　　　　（岐阜県・愛知県・三重県・名古屋市　各2,200千円）

・その他の賛同自治体他（27団体）　　    8,470千円

      （コアメンバー以外の市、商工会議所、中部経済連合会）   
　　　　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


○県が取り組む政策の方向性
　　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
    　付加価値を生む生産性の高い企業の誘致
	２　これまでの取組状況


【平成２１年度活動内容】
 （１）情報発信事業
・メールマガジンによる国内外への情報発信
・各種展示会におけるＧＮＩブース出展
・ＧＮＩ活動周知のための資料作成
（２）普及啓発事業
・グレーター・ナゴヤ・クラスターフォーラムの開催
（３）対日投資促進事業
・外国企業招へい活動（３５社）
・海外へのミッション派遣（４回）
・グレーター・ナゴヤ国際ビジネス交流セミナーの開催
（４）国際経済交流事業
・名工大と連携し、留学生を対象としたセミナー、インダストリアルツアーの開催
・環境技術研究者の招へい（４人）
（５）ビジネスディベロップメント支援事業
・来日外国企業に対する個別ＰＲ活動の実施
・ＧＮＩの趣旨に賛同する地域の企業で組織するＧＮＩパートナーズクラブへの参加促進
	３　これまでの取組に対する評価


（１）本県における活動成果

①進出企業（3社）
· 中国ＩＴ関連企業「上海兆虹信息技術有限公司（上海メガインフォ）」がソフトピアジャパンに進出（H17.8～H19.8）
· 中国アパレル関係企業が、ＧＮＩの「立ち上げ支援事業」を活用し、岐阜市内に進出（H21.11）
　　・ 機械部品関連企業が関市内に進出（H22.1)
②進出候補企業
英国企業が、県内工場用地を有力候補の一つとして新規工場立地を検討中。
③商談会・交流事業
· 在日米国商工会議所(上記英国企業も加入)と岐阜商工会議所(ＧＮＩ賛同団体)との交流会を開催（H22.3）
　　・欧州企業幹部の県内企業視察を実施(H22.6)
　　・タイ及び韓国企業と県内企業との商談会及び交流会を開催(H22.9)
（２）今後の方針
· 本県はこれまでも外資系企業の誘致に取り組んできたが、他県に比べ外国企業の進出水準は低く、国際的にＰＲできる機会は少ないため、中部圏との広域連携の中での取組みが大変重要。
    ・第２期活動戦略(21～25年度)に基づいた戦略的な対日（ＧＮ）投資促進等の着実な推進が必要。
①報発信の一層の強化、②効果的な普及啓発活動の推進、③戦略的な対日(ＧＮ)投資の促進
④国際経済交流の深化、⑤長期的視野に基づく取組方針の検討
　　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	3,150
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,150

	要求額
	2,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,200

	決定額
	2,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,200


